
Ⅲ．信　用　事　業

１．信用事業の考え方

①　貸出運営の考え方

②　ＪＡバンクシステムについて

　ＪＡでは農家生活の向上や農業生産力の増強など、農業及び地域経済の発展を支えるべく、
組合員の必要とする資金の貸出しを行っております。
　貸付にあたっては、みなさまからお預かりした貯金を原資に貸付けを行っており、一部の組合
員だけにかたよらないように、一組合員当たりの貸付限度を毎年設定し、貸出先の適正な審査
を実施しております。また、併せて地域のみなさまの生活にお役に立つよう資金の貸出しの推
進も積極的に行ってまいります。

　ＪＡバンクシステムとは、ペイオフ解禁や金融大競争時代に柔軟に対応し、より便利で安心なＪ
Ａバンクになるため、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫の総合力を結集し、ＪＡバンク法※１に基
づいた、実質的に「ひとつの金融機関」※２として活動していく新たな取組のことです。
　このＪＡバンクシステムを活用し、全体の高度化、専門化などを進め、組合員・利用者の皆さま
の満足度をより高めていきます。
　※１　ＪＡバンク法（再編強化法） … 「ＪＡバンクシステムが確実に機能し、ＪＡバンク全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体としての信頼性の向上のための法制度面での裏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　づけとして整備された法律です。
　※２　ひとつの金融機関…………　　ＪＡバンクはＪＡバンク会員（ＪＡ・都道府県段階で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の信連・農林中央金庫）で構成されるグループ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　です。ＪＡバンクはグループ全体のネットワークと総
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合力で、組合員、利用者の皆さまに、より身近でよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り便利なメインバンクとなることを目指しています。

　【ＪＡ信用事業相互扶助制度の充実】
　
　　ＪＡには、万が一の場合にそなえて、国が定める貯金保険制度に加えＪＡグループが、相互
に助け合合う独自の『全国援助制度』の仕組みがあります。
　　ＪＡグループが一体となって皆様からお預かりしている大切な貯金を、二重三重にお守りして
います。
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２．信用事業の状況

■　利益総括表

■　資金運用収支の内訳

利息

48

15

33

利息

25

25

　

　　（単位：百万円、％）

　　（単位：百万円、％）

利息

38

22年度 23年度 増減

注２）経費率は、次の算式により計算しております。
　　 　〔信用部門の事業管理費／資金調達勘定（貯金・定期積金＋借入金）平均残高×100〕

注１）総資金利ざやは、次の算式により計算しております。
　　　　〔資金運用利回り－資金調達原価（資金調達利回り＋経費率）〕

8

23年度

利回り

0.14%

0.56%

資 金 運 用 収 支 22 21 △ 1

5

うち貸出金

うち貯金・定期積金

40

1,279 30

12,127

119

12,246 17

17

0.20%

0.21%

2.69%
注１）事業粗利益は、全事業の事業総利益の合計額です。

注３）事業粗利益率（％）は次の算式により計算しております。
　　　〔事業粗利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高 ×100〕

総 資 金 利 ざ や

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

3

1.84%

38

0.22%

信 用 事 業 粗 利 益 65

22年度

0.14%

利回り

10,940

12,244

平均残高

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 信 用 事 業 収 支 45

62

52.04%

406

2.91%

信 用 事 業 粗 利 益 率

事 業 粗 利 益

事 業 粗 利 益 率

注２）信用事業粗利益率（％）は次の算式により計算しております。
　　　〔信用事業粗利益／信用事業資産（債務保証見返を除く）平均残高×100〕

50.20%

368

1,304

平均残高

12,130

10,851

利回り

0.31%

0.07%

平均残高

うち預金

うち有価証券

1

0.14%

2.53%

利回り 平均残高 利息

うち借入金

2.33%

0.39%

12,224

12,163

61
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■　受取・支払利息の増減額
　        　（単位：百万円）

注１）　増減額は前年度対比です

■　利益率
（単位：％）

注１）次の算式により計算しております。
　　　総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高 ×    100
　　　資本経常利益率　＝経常利益／純資産勘定平均残高 ×100
　　　総資産当期純利益率＝当期純利益（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
　　　資本当期純利益率＝当期純利益（税引後）／純資産勘定平均残高 ×100

456.47%

24.47%

433.98%

441.87%

13.73%

250.19%

資 本 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

資 本 当 期 純 利 益 率

14.60%

10.74%

183.79%

25.74% 26.59%

22年度 23年度 増減

総 資 産 経 常 利 益 率 -0.85%

うち預金

0

△ 10

△ 7

△ 4

△ 11

△ 17

うち有価証券

うち貸出金

うち貯金・定期積金

うち譲渡性貯金

22年度増減額 23年度増減額

受取利息 △ 21 △ 10

△ 3

支払利息 △ 11 △ 8

差し引き

0

△ 2

△ 8

うち借入金
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３．貯金に関する指標

■　科目別貯金平均残高

注１）　流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
注２）　定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
注３）　（　　）内は構成比です。

■　定期貯金残高

注１）　固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
注２）　変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
注３）　（　　）内は構成比です。

■　貯金者別貯金残高

注１）　　［　　］（　　）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

22年度 23年度 増 減

552

8,691

（100％） 254

△ 298

3,990

計

（72％）

流 動 性 貯 金

定 期 性 貯 金

そ の 他 の 貯 金

8,393 （68％）

（32％）

うち固定金利定期

定期貯金

（99％）

△ 298

8,647 （99％） △ 297

8,691 （100％） 8,393 （100％）

8,350

3,438 （28％）

12,129 （100％） 12,383

（100％）

23年度22年度

12,383（100％）

増 減

（単位：百万円、％）

合 計 12,129 254

譲 渡 性 貯 金

（　1％）

969 （32％） 785 （25％）

3,063 ［25％］ 3,087

△ 144 （1％） 43

（単位：百万円、％）

うち変動金利定期

増 減

229

24

組 合 員 貯 金 9,066 ［75％］

組 合 員 以 外 の 貯 金

90 （　3％）

2,004 （65％）

12,129 　 12,382 　

うちその他非営利法人

うちその他員外

合 計

うち地方公共団体

22年度 23年度

△ 1

209

253

［75％］

△ 184

［25％］

89 （　3％）

2,213 （72％）

9,295
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４．貸出金等に関する指標

■　科目別貸出金平均残高

■　貸出金の金利条件別内訳

○

■　貸出先別貸出金残高

注１）　　［　　］（　　）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

922

285

1,207

△ 34

10

△ 24

76%

2%24%

〔作成にあたっての留意事項〕

直近の２事業年度における主要な業務の状況を示す指標を記載する（農協法施行規則）。

残 高 合 計

956

1,231

固 定 金 利 貸 出 構 成 比

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

変 動 金 利 貸 出 構 成 比

78%

22%

1

△ 2

△ 821,271合 計

固 定 金 利 貸 出 残 高

変 動 金 利 貸 出 残 高 275

687

47

1,189

証 書 貸 付

当 座 貸 越

割 引 手 形

686

49

455 △ 81

22年度 23年度 増 減

手 形 貸 付 536

組 合 員 貸 出

22年度 23年度 増 減

［81％］ △ 112

30

1,079 ［85％］ 967

192 ［15％］ 222 ［19％］

127 （66％） 114 （51％） △ 13

（49％） 42

1,271 　 1,189 　 △ 82

65 （34％） 107

合 計

組 合 員 以 外 の 貸 出

うち地方公共団体

うちその他非営利法人

うちその他員外

-2%

22年度 23年度 増 減
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■　貸出金の担保別内訳

■　債務保証の担保別内訳債務保証見返額の担保別内訳残高

■　貸出金の使途別内訳

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

△ 101

19

3%

増 減

△ 12

-5%

△ 82

△ 12

8

1

9

△ 78

△ 81

551 570

44%

設 備 資 金 残 高

運 転 資 金 構 成 比

残 高 合 計

設 備 資 金 構 成 比

運 転 資 金 残 高

57%

1,266

48%

614

52%

1,184

715

1,188

16

23年度 増 減

16 16合 計

6

488

607

増 減

22年度 23年度

5

479

685

合 計

93

482

1,269

そ の 他 担 保 物

計

農 業 信 用 基 金 協 会 保 証

そ の 他 保 証

計

信 用

105

22年度

93貯 金 等

有 価 証 券

23年度

動 産

不 動 産

105

474

有 価 証 券

動 産

貯 金 等

16

計

信 用

不 動 産

そ の 他 担 保 物

22年度
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■　業種別の貸出金残高

（20％）

（100％） （100％）

注１）　（　　）内は構成比です

■　貯貸率・貯証率

10.89%

期 中 平 均

（単位：百万円、％）

（単位：％）

-1.29%

-0.85%

27

（　　％）

増 減

（　　％）

（　　％）

（　　％）

△ 6

（　　％）

（　　％）

（　　％） （　　％）

（　　％）

合 計

％

％

％

9.60%

10.55%

％

％

11.40%

％

1,2981,271

年度

貯 貸 率

貯 証 率

期 末

期 中 平 均

期 末

251 270 （21％） 19

（10％） （　9％）127 121

（　　％）

14

（　　％）

（　　％）

（　　％）

（　　％）

（　　％）

（　　％）

（　　％）

増 減

注１) 　貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×100
注２）　貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100
注３）　貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×100
注４）　貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100

農 業

林 業

水 産 業

年度

そ の 他

893

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

製 造 業

（70％）

22年度 23年度

地 方 公 共 団 体

卸 売 ・ 小 売 ・ 飲 食 店

運 輸 ・ 通 信 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

（　　％）

907 （70％）

（　　％）

（　　％）

（　　％）

（　　％）
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■　主要な農業関係の貸出金残高

　１）　営農類型別

　　（単位：百万円）

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

　　　

　　　　

　２）　資金種類別
　　［貸出金］

　　（単位：百万円）

　　　 
　　　

　　［受託貸付金］
　　（単位：百万円）

23年度 増　　減
農 業 870

養 鶏 ・ 養 卵

種　　類 22年度

38

12

野 菜 ・ 園 芸
736穀 作

果 樹 ・ 樹 園 農 業

工 芸 作 物

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農

84 61

790

692

27

△ 80

△ 11

△ 2

プ ロ パ ー 資 金 796 791 △ 5
農 業 制 度 資 金

農 業 近 代 化 資 金
そ の 他 制 度 資 金

10

74 88 14

△ 23

合 計 870 790 △ 80

農 業 関 連 団 体 等

養 蚕

そ の 他 農 業

　　　　農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

種　　類 22年度 23年度 増　　減

　　　　必要な資金等が該当します。 なお，上記の「業種別の貸出金残高」の「農業」は，

注２)　「その他農業」には，複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者，農業

　　　　生産・農業経営に必要な資金や，農産物の生産・加工・流通に関係する事業に

        サービス業，農業所得が従となる農業者等が含まれています。

注１)  農業関係の貸出金とは，農業者，農業法人および農業関連団体等に対する農業

870 879

66 82

そ の 他 167 148 △ 19
合 計 550 539 △ 11

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 383 391 8

16
8 6 △ 2

増　　減

合 計

(注)　日本政策金融公庫資金は，農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

種　　類 22年度 23年度

9
注１)  プロパー資金とは，当組合原資の資金を融資しているもののうち，制度資金以外
        のものをいいます。

注３）　その他制度資金には，農業経営改善促進資金(スーパーＳ資金)や農業経営負

注２） 農業制度資金には，①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの，②
　　　　地方公共団体が利子補給等を行うことでJAが低利で融資するもの、③日本政策
　　　　金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としてい
　　　　ます。

　　　　担軽減支援資金などが該当します。
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５．リスク管理債権残高

注１）　破綻先債権

　　　 

　　

　　

　　

　　

注２）　延滞債権

　　

注３）　３ヵ月以上延滞債権

　　

注４）　貸出条件緩和債権

　　

　　

　債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破
綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

　（単位：百万円）

増 減

△ 5

20

　 元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸
出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規
定する事由が生じている貸出金）をいいます。

△ 5合 計

23年度22年度

破 綻 先 債 権 額

３ヵ月以上延滞債権額

20 15

　元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で、破
綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

延 滞 債 権 額

　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

15
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６．金融再生法に基づく開示債権残高

注１）　破産更生債権及びこれらに準ずる債権

注２）　危険債権

注３）　要管理債権

注４）　正常債権

　「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由によ
り経営破たんに陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

　「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成
績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受け取りができない可能性の高
い債権です。

　「要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権｣に該当するする貸
出金をいいます。

　「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり「破産更
生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。

　（単位：百万円）

合 計 1,111 455 515

3 15

正 常 債 権 958

小 計

3 973

15 12

1,096 443 515

17 1 2

担 保 保 証
平成22年度

　保  　  全  　  額
債 権 額

引 当 合 計

破産更生債権及びこれらに準
ずる債権

要 管 理 債 権

20危 険 債 権 20

534

517 996

1小 計

正 常 債 権

合 計

1,157

平成23年度

1,177

破産更生債権及びこれらに準
ずる債権

要 管 理 債 権

危 険 債 権

1720 2 20

480 2 1,016

479

15 12 3 15
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７．有価証券に関する指標

■　種類別有価証券平均残高 該当する取引はありません。

注１)　貸付有価証券は有価証券の種類毎に区分して記載しております。

■　商品有価証券種類別平均残高該当する取引はありません。

■　有価証券残存期間別残高 該当する取引はありません。

８．有価証券等の時価情報

■　有価証券等の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

該当する取引はありません。 （単位：百万円）

　（単位：百万円）

　（単位：百万円）

　（単位：百万円）

平成　　年度
国 債

社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

地 方 債

株 式
そ の 他 の 証 券

10年超

地 方 債

年度 年度

合 計

増 減

年度 年度 増 減

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

商 品 地 方 債

合 計

商 品 国 債

合 計

平成　　年度

商 品 政 府 保 証 債
貸 付 商 品 債 券

国 債

1年以下
1年超3
年以下

3年超5
年以下

5年超7
年以下

7年超10
年以下

期間の定
めなし

社 債

保 有 区 分
年 度 年 度

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益

売 買 目 的 - - - - - -

満 期 保有 目的

注１） 時価は期末日における市場価格等によっております。

注２） 取得価額は取得原価又は償却原価によっています。

注３） 満期保有目的の債券については、取得価額を貸借対照表価額としてと計上しておりま
す。

注４） その他有価証券については時価を貸借対照表価額としております。

そ の 他

合計
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■　金銭の信託 該当する取引はありません。

注１）
注２）
注３）

注４）

注５）

○

　■　「次に掲げる取引と貯金等との組み合わせによる、受入時の払込金が

　　　満期時に全額返還される保証のない商品」の取得価額、時価、評価損益

　イ　デリバティブ取引

　ロ　金融等デリバティブ取引

　ハ　有価証券関連店頭デリバティブ取引

該当する取引はありません。

時価は期末日における市場価格等によっております。
取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。

時　　価 評価損益

運用目的の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益に
ついては当期の損益に含めています。

取得価額 時　　価

満期保有目的の金銭の信託については、取得価額を貸借対照表価額として
計上しております。
その他の金銭の信託については時価を貸借対照表価額としております。

〔作成にあたっての留意事項〕

該当無い場合は「該当する取引はありません」と記載する。

区　分
取得価額

年度年度
評価損益

運 用 目 的

満 期 保 有 目 的

そ の 他

合　　計
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９．貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　　　 （単位：百万円）

１０．貸出金償却の額

　　　 （単位：百万円）

純繰入額
（▲純取崩額）

1

期首残高

4一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

22　　年　　度

当期繰入額 期末残高

5

25

当期取崩額
区 分

目的使用 その他

5

2

区 分 期首残高 当期繰入額

合 計

7

23　　年　　度

期末残高純繰入額
（▲純取崩額）

当期取崩額

目的使用 その他

79 7

5 4

7

3個 別 貸 倒 引 当 金 2

一 般 貸 倒 引 当 金

△ 3

△ 2

△ 1

1

23年度

-

3

4

貸 出 金 償 却 額

22年度

-

合 計 7
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